
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
    

相模原市の再開発事業 

 
相模大野駅西側地区第一種市街地再開発事業 

小田急相模原駅北口Ａ地区・Ｂ地区第一種市街地再開発事業 

 





１ 
 

【市街地再開発事業とは】 

 

１ 事業の概要 

都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）に基づき、老朽木造建築物が密集している

地区や、公共施設が十分に整備されていない地区等において、細分化された敷地の統合

や、不燃化された共同建築物の建築、公共施設の整備等を行うことにより、都市におけ

る土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る事業です。 

 

２ 事業の種類 

  市街地再開発事業には 2 種類あり、土地を買収しない権利変換方式による「第一種市

街地再開発事業」と、用地買収方式による「第二種市街地再開発事業」があります。 

（１）第一種市街地再開発事業＜権利変換方式＞  

市街地再開発事業の多くがこの第一種市街地再開発事業で、権利変換により、従前

の権利を原則として等価で再開発ビルの床に変換する手法です。 

 

（２）第二種市街地再開発事業＜管理処分方式（用地買収方式）＞ 

公共性、緊急性が著しく高い事業について認められる第二種市街地再開発事業は、

施行地区内の建物・土地等を施行者が買収又は収用し、買収又は収用された者が希望

すれば、再開発ビルの床を配分する手法です。 

 

３ 第一種市街地再開発事業の仕組み 

（１）敷地を共同化し、高度利用することにより、公園、広場、道路等の公共施設用地を

生み出します。 

（２） 従前の権利は、原則として等価で再開発ビルの床（権利床）に置き換えます。【権

利変換】 

（３）高度利用で新たに生み出された再開発ビルの床（保留床）を売却し、事業費に充当

します。 
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４ 施行者 

 個人（第一種のみ）、組合（第一種のみ）、再開発会社、地方公共団体、都市再生機

構、地方住宅供給公社等 

 

５ 補助の内容（国費含む） 

 基幹事業 内     容 補助率 

社会資本整備 

総合交付金等 

市街地 

再開発事業等 

施設建築物及びその敷地の整備に 

要する費用の一部交付対象項目  

（１） 調査設計計画  

（２） 土地整備  

（３）共同施設整備 等 

1/3 以内 

道路事業 都市計画道路の整備に要する費用等 1/2 以内 

 

 

 

市街地再開発事業のイメージ図 

 

※国土交通省ホームページより 
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①橋本駅北口地区第一種市街地再開発事業 

竣工年度：平成１２年度  地区面積：約２.３ｈａ 

 

②橋本駅北口Ｃ地区第一種市街地再開発事業 

竣工年度：平成１３年度  地区面積：約１.３ｈａ 

相模大野駅西側地区  

第一種市街地再開発事業 

竣工年度：平成２４年度 

地区面積：約３.１ｈａ 

①小田急相模原駅北口Ａ地区第一種市街地再開発事業 

竣工年度：平成１９年度  地区面積：約１.４ha 

 

②小田急相模原駅北口Ｂ地区第一種市街地再開発事業 

竣工年度：平成２５年度  地区面積：約０.７ha 

相模原市の市街地再開発事業 

小田急 

相模原 

 

 



１　地区の概要

　地区の特徴 従前建築物状況 (  　):面積割合 権利者数(事業認可時)

人 人 人

人 人 人

地域地区 土地利用の変化

２　事業の概要
　計画の特徴

※（　）：容積対象面積(㎡)

高
度
利
用
地
区

その他

　橋本駅周辺は、ＪＲ横浜線、ＪＲ相模
線、京王相模原線の鉄道３線が結節する
交通の要衝である。また、将来期待され
るリニア中央新幹線神奈川県駅の誘致等
により、県の北のゲートとして、経済、
文化の中心地にふさわしい発展が期待さ
れる地区であった。
　しかしながら、従前の土地は細分化さ
れ老朽化した木造住宅が密集しており、
交通広場等の公共施設も未整備で、中心
商業地としては魅力に乏しいものとなっ
ていた。
　このため、施設建築物及び公共施設の
整備を行い、都市機能の更新を図ること
が急務となっていた。

105,624㎡ （80,196）
7.74

空地率

（634％）

有

建
築
物
概
要

建築面積 7,542㎡ 8,850㎡

延べ面積

居住世帯・人口 60戸 173人 273戸

計 15,472㎡ 68.0%

61%

1.17
有　 効

13,639㎡

（建ぺい率） （49％） （70％）

（容積率）

236台

（88％）

建ぺい率最高 50%

そ の 他

うち付

置義務

建築面積最低 200㎡以上
壁面位置の制限

1000台

駐 車

地 区 名 称 橋本駅北口地区

計 7,282㎡ 32.0% 10,099㎡ 44.4% 1.39 台 数

そ の 他面 積 約2.3ha
容 積 率 200～650%

水 路

宅
　
地

公 有 地

12,655㎡ 55.6% 0.82

民
有
地

建築敷地 15,472㎡ 68.0% 12,655㎡ 55.6%

2,033㎡ 8.9% 4,266㎡ 18.8%

容 積 率 500%
公 園

5,833㎡ 25.6%

備　考
種 別 商業地域

地 区 面 積 22,754㎡ 100.0% 22,754㎡ 100.0% 1.00

従後（Ｂ）

建 ぺ い 率

広 場

防火 ・
準防火
地　 域

(Ｂ／Ａ)

種 別 防火地域

(59.6)

区　　　分 従前（Ａ）

80%

公
共
施
設
用
地

道 路 5,249㎡ 23.1%

構
造
別

耐 火 造 30 3,046 (40.4)

非 耐 火 造 69 4,496

用
途
地
域

区　　分

51

そ の 他 3 292 (3.9) 466 (3.4) 計 128

業 務 借 家 権 者

店 舗 23

区　分

1,848 (24.5) 4,000 (29.3) 借 地 権 者

延べ面積（㎡）

店舗併用住宅 36 3,112 (41.3) 5,553 (40.7) 土地建物所有者 54

23

　当地区では、住宅のほか、中心商業地
にふさわしい商業施設や市営駐車場等の
公共施設を配置した複合建築物として整
備した。
　また、京王相模原線乗り入れ後の駅利
用者の増加に見合うよう駅前広場機能の充
実、地区内幹線道路の整備を一体的に行っ
た。

計 99 7,542 (100.0) 13,639 (100.0)

用
途
別
内
訳

住 宅 29 1,427 (18.9) 1,857 (13.6) 土地所有者

8 863 (11.4) 1,763 (12.9)

人数

　 橋本駅北口地区　（完了） 相模原市

事 業 名 橋本駅北口地区第一種市街地再開発事業 所 在 地 相模原市緑区橋本６丁目地内

約２.３ha

権利変換のタイプ 地上権非設定型（111条特則型） 国 庫 補 助 区 分 都市局

施 行 者 橋本駅北口地区市街地再開発組合 地 区 面 積

うち転出うち残留棟数 建築面積（㎡）

位置図

区域図
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事業経過 資金計画（決算） （単位：千円） 施設建築物の計画

平成

( )

( )

( )

( )

( )

※（　）内は変更告示等の年月日

11. 8. 24 県

10. 3. 19

市 1,797,592 建築施設本工事費 構 造 ＳＲＣ造、Ｓ造

保留床処分金 規 模11,426,581 公共施設本工事費

10. 3. 10 権利変換計画認可

権 利 変 換 期 日

3,134,477

市単独負担金 2,917,989 営 繕 費 -

14. 3. 26 組 合 決 算 承 認

合 計 105,624㎡総 計 39,050,755 総 計 39,050,755

駐 車 場 31,983㎡

そ の 他 821,577 借 入 金 利 子 557,774 住 宅 26,079㎡

そ の 他 13,878㎡

合 計 39,050,755

借 入 金 - 借入金償還金 -

合 計 39,050,755

9. 9. 26 道路整備特別会計補助金

8,850㎡

1,725,142 建 ぺ い 率10. 3. 3 国

8. 8. 9 市 3,593,794 用地補償費 延 べ 面 積

　  （80,196㎡）

組合設立認可公告4. 1. 21 県 2,298,794 補 償 費 12,185,452 建 築 面 積

3. 3. 1 都市計画決定告示

国 4,778,588 土 地 整 備 費 441,6489. 1. 10

棟 名
商業・駐車場棟

70%

12,185,452

20,693,679

収　　　　　　　入 支　　　　　　　出 B'sタワー橋本

一般会計補助金 10,671,176 調査設計計画費 2,037,725

敷 地 面 積 12,655㎡

3,522,734 建物等補償費 （容積対象）

- 工 事 費 20,693,679 容 積 率

鉄道事業者負担金 -

105,624㎡

634%

用 途

(273戸)

床　面　積

地上２８階/地下２階

93m

商 業 33,684㎡

高 さ

12. 11. 2 建築工事完了公告

その他付帯工事費10. 8.

13. 11. 6 組合解散認可公告

6 工 事 着 工

参加組合員負担金 9,690,698 事 務 費 等

配置図

都市計画決定の内容
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１　地区の概要

　地区の特徴 従前建築物状況 (  　):面積割合 権利者数(事業認可時)

人 人 人

人 人 人

地域地区 土地利用の変化

２　事業の概要
　計画の特徴

※（　）：容積対象面積(㎡)

104台

5.72
（11％）

（548％） 49.6%

1,138㎡ 6,515㎡

置義務

0.80

3,862㎡ 29.8% 2.40

建ぺい率最高 60%

（76％） 有　 効

居住世帯・人口 3戸　7人

建
築
物
概
要

建築面積

延べ面積

（容積率）

1,814㎡

（建ぺい率）

（16％）

1戸 （うち保留床1戸）

59,043㎡ (47,234)
32.55

空地率

70.2%

民
有
地

建築敷地 9,085㎡ 70.2% 8,626㎡宅
　
地

公 有 地 2,250㎡ 17.4%

そ の 他

459㎡

計 11,335㎡ 87.6% 9,085㎡

台 数

3.6% 434台

66.6% うち付

駐 車

防火 ・
準防火
地　 域 広 場

容 積 率 400%
公 園

740㎡ 5.7%

用
途
地
域

面 積 約1.3ha

備　考
種 別 商業地域

地 区 面 積 12,947㎡ 100.0% 12,947㎡ 100.0% 1.00

区　　　分 従前（Ａ） 従後（Ｂ）

建 ぺ い 率 80%

地 区 名 称

種 別 防火地域

容 積 率

そ の 他

200～550%

(Ｂ／Ａ)

3,122㎡ 24.1%

計 1,612㎡ 12.4%

水 路

道 路 1,612㎡ 12.4%

16 9

計 14 1,138 (100.0) 1,814 (100.0)

3 3

そ の 他 3 102 (9.0) 123 (6.8) 計 25

借 家 権 者 6

5 5

店 舗 5 336 (29.5) 745 (41.1) 借 地 権 者 5 2 3

区　分 人数

9

うち残留 うち転出

用
途
別
内
訳

住 宅 3 296 (26.0) 459 (25.3) 土地所有者 6 3

店舗併用住宅 2 226 (19.9) 316 (17.4) 土地建物所有者

区　　分 棟数 建築面積（㎡）

権利変換のタイプ 全員同意型（110条特則型）

構
造
別

耐 火 造

延べ面積（㎡）

(100.0) 1,814 (100.0)

業 務 1 178 (15.6) 171 (9.4)

　橋本駅周辺は、ＪＲ横浜線、ＪＲ相模
線、京王相模原線の鉄道３線が結節する
交通の要衝である。また、将来期待され
るリニア中央新幹線神奈川県駅の誘致等
により、県の北のゲートとして、経済、
文化の中心地にふさわしい発展が期待さ
れる地区であった。
　しかしながら、従前の土地は細分化さ
れ、個別店舗、住宅、平面駐車場等が混
在しており、交通広場等の公共施設も未
整備で、中心商業地としては魅力の乏し
いものとなっていた。
　このため、土地の合理的かつ健全な高
度利用を図り、公共施設整備を行うこと
で、建築物の不燃化の促進、都市の防災
化、商業の近代化等、都市機能の更新が
求められていた。

公
共
施
設
用
地

高
度
利
用
地
区

その他

　当地区では、中心商業地として多様な
ニーズに対応し、専門店を中心とする商
業施設と併せて、ホール、図書館等の公
益施設を配置した。さらに、駅前地区の
駐車利便性の拡充、区画街路並びに歩道
状空地の整備を一体的に行い、都市環境
の向上を図った。

　 橋本駅北口C地区　（完了） 相模原市

事 業 名 橋本駅北口C地区第一種市街地再開発事業 所 在 地 相模原市緑区橋本３丁目地内

壁面位置の制限 有
200㎡

橋本駅北口C地区

建築面積最低

非 耐 火 造

地 区 面 積 約１.３ha
国 庫 補 助 区 分 都市局

14 1,138

施 行 者 橋本駅北口C地区市街地再開発組合

位置図

区域図
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事業経過 資金計画（決算） （単位：千円） 施設建築物の計画

平成

( )

( )

( )

( )

※（　）内は変更告示等の年月日 13,925㎡

2,634㎡

59,043㎡

14. 12. 16 組 合 決 算 承 認 参加組合員負担金

そ の 他合 計 16,791,647 合 計 16,791,647

駐 車 場そ の 他 232,095 借 入 金 利 子 88,881

合 計

54.9m

1,188,365

12,591,326

公益施設8,544,075 事 務 費 等 1,809,371

床　面　積

商 業

ＳＲＣ造、Ｓ造

地上９階/地下２階

容 積 率

建 ぺ い 率

727,825

高 さ

構 造

建物等補償費

用地補償費 （容積対象）

76%

548%

(47,234㎡)

28,894㎡

13,590㎡

総 計 16,791,647 総 計 16,791,647

借 入 金 - 借入金償還金 -

14. 8. 9 組合解散認可公告 市単独負担金 2,146,741 営 繕 費 -

13. 8. 1 建築工事完了公告 鉄道事業者負担金 - その他付帯工事費 用 途

権 利 変 換 期 日

保留床処分金 2,271,552 公共施設本工事費11. 9. 7 工 事 着 工

11. 3. 25 市 259,194 建築施設本工事費 規 模

11. 3. 16 権利変換計画認可 県 - 工 事 費 12,591,326

11. 7. 16 市

13. 12. 28 国 259,194

13. 1. 30 道路整備特別会計補助金 518,388

補 償 費

10. 10. 20 組合設立認可公告 国 1,623,146

1,188,365 延 べ 面 積

6,515㎡

59,043㎡

ミウィ橋本

10. 3. 6 都市計画決定告示 敷 地 面 積一般会計補助金 3,078,796 調査設計計画費 779,626

収　　　　　　　入 支　　　　　　　出 棟 名

8,626㎡

土 地 整 備 費 334,078 建 築 面 積

11. 2. 9 県 727,825

配置図

都市計画決定の内容
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１　地区の概要

　地区の特徴 従前建築物状況 (  　):面積割合 権利者数（権利変換認可時）

人 人 人

人 人 人

２　事業の概要 地域地区 土地利用の変化

　計画の特徴

※（　）：容積対象面積（㎡）

　 相模大野駅西側地区

地 区 面 積

区　　分 棟数 建築面積（㎡）

構
造
別

耐 火 造

権利変換のタイプ 地上権非設定型（１１１条特則型） 国 庫 補 助 区 分

業 務

8,844 (22.2)

非 耐 火 造 99 10,482 (84.7) 30,922

区　分 人数 うち残留 うち転出

用
途
別
内
訳

住 宅 16 1,403

店舗併用住宅 36

延べ面積（㎡）

(11.3) 3,049 (7.7) 92

土地建物所有者

3

3,627

店 舗

都市局

施 行 者 相模大野駅西側地区市街地再開発組合

相模原市

事 業 名 相模大野駅西側地区第一種市街地再開発事業 所 在 地 相模原市南区相模大野３丁目地内

約3.1ha

49 7,198

土地所有者 130

(68.0) 借 地 権 者 3

(29.3) 9,524 (24.0)

(58.1) 27,021

防火 ・
準防火
地　 域

借 家 権 者 197

134

計 104 12,380 (100.0) 39,766 (100.0)

39

そ の 他 3 152 (1.2) 172 (0.4) 計 330

(77.8)

5 1,901 (15.4)

区　　　分 従前（Ａ） 従後（Ｂ） (Ｂ／Ａ)
備　考

種 別 商業地域
地 区 面 積 31,415㎡ 100.0% 31,415㎡ 100.0% 1.00建 ぺ い 率 80%

容 積 率 500%
公 園

10,118㎡ 32.2%
公
共
施
設
用
地

道 路 2,829㎡ 9.0%

そ の 他

水 路

種 別 防火地域
広 場

駐 車

計 2,829㎡ 9.0% 10,118㎡ 32.2% 3.58 台 数

居住世帯・人口 110戸　183人

置義務

21,297㎡ 67.8%

2,452㎡ 7.8%

宅
　
地

公 有 地
民
有
地

建築敷地

そ の 他

700台

22,084㎡ 70.3% 21,297㎡ 67.8%

4,050㎡ 12.9%

200台

うち付

0.75計 28,586㎡

70%
200～550%

136,070㎡ (108,546)
3.42

空地率

（509％）

428戸

17,836㎡

延べ面積

42%

1.44
（84％） 有　 効

建
築
物
概
要

建築面積

（139％）（容積率）

39,766㎡

高
度
利
用
地
区

その他

用
途
地
域

　相模大野駅周辺地区は、市の南の玄関
口として、土地区画整理事業や米軍医療
センター跡地整備事業等により、都市基
盤整備や商業集積が進められた地区であ
る。
　その中で駅北口の西側地区は、道路等
の都市基盤整備が遅れ、低未利用地や空
きビル等が多く存在する状況であった。

　大型商業施設や権利者の区分店舗、公
共・公益施設、都市型住宅、駐車場、駐
輪場等の都市機能を集積し、賑わいの創
出や既存の大型商業施設等との回遊性の
向上を図った。

（建ぺい率） （43％）

12,380㎡

91.0%

壁面位置の制限 有

建築面積最低 200㎡以上

容 積 率

地 区 名 称 相模大野駅西側地区

面 積 約3.1ha

建ぺい率最高

位置図 区域図
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事業経過 施設建築物の計画

平成

( )

( )

( )

( )

(428戸)

※（　）内は変更告示等の年月日

資金計画（決算） （単位：千円）

549%

bono（ボーノ）相模大野
棟 名

18. 12. 5

22. 10. 1 　　 （54,761㎡） 　　 （53,785㎡）

13. 北棟

保留床処分金 1,675,505

市 3,092,890 33,097,544

公益施設

国

合 計

地上２６階/地下１階

用 途

高 さ 43ｍ 96m

床　面　積 床　面　積

67,619㎡

住 宅 40,910㎡

13,031㎡

5,306㎡

8,372㎡

補 償 費

31,822㎡

59,391,697総 計

合 計 59,391,697

借 入 金 -

総 計 59,391,697

県 3,370,270

市 3,493,120 用地補償費

15,140,000

借入金償還金 -

建物等補償費 10,090,144

425,480

合 計 59,391,697

借 入 金 利 子
その他(先導型再開発
緊急促進事業補助金） 577,690

公共施設本工事費

建築施設本工事費

駐 車 場

9,793㎡

7,920㎡

67,619㎡

（容積対象）

組合設立認可公告

延 べ 面 積

容 積 率

権利変換計画認可 建 ぺ い 率

Ｓ造、ＲＣ造（一部ＳＲＣ造）

規 模 地上１１階/地下１階

商 業 36,629㎡

組合解散認可公告

収　　　　　　　入 支　　　　　　　出

敷 地 面 積

68,451㎡

ＲＣ造（一部Ｓ造）

4. 27 都市計画決定告示

11,504㎡18. 4. 18

9,916㎡建 築 面 積

21. 2. 10

南棟

21. 2. 10

22. 10. 1

86%

476%

81%

68,451㎡

21. 2. 18 権 利 変 換 期 日

25. 2. 28 建築工事完了公告

26. 7.

構 造

8

26. 12. 組 合 決 算 承 認24

21. 12. 6 工 事 着 工

16,444,580

道路整備特別会計補助金 6,872,890

調査設計計画費

5,049,856

一般会計補助金

9,581,190

2,387,276

県 - 工 事 費 33,523,024

国 3,780,000

1,549,302土 地 整 備 費

そ の 他 878,077 固 都 税 154,856

参加組合員負担金 29,350,882

市単独負担金 3,592,073

鉄道事業者負担金 -

632,880

2,627,327事 務 費 等

-

自由通路整備費 2,136,994

営 繕 費 1,240,038

その他付帯工事費

配置図

都市計画決定の内容
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１　地区の概要

　地区の特徴 従前建築物状況 (  　):面積割合 権利者数

人 人 人

人 人 人

２　事業の概要 地域地区 土地利用の変化

　計画の特徴

※（　）：容積対象面積（㎡）

　当地区は、幹線道路における交通渋滞
の発生、駅前広場における自動車・歩行
者動線等の輻輳による安全性・利便性の
欠如、近隣駅における大型商業の充実等
による商業の沈滞化、土地の未利用によ
る空洞化等の問題が生じていた。

　建築物の共同化を促進し、防災性の向
上、土地の合理的かつ健全な高度利用を
図り、商業・業務・住宅等の多様な機能
の集積と併せて、駅前広場、都市計画道
路などの都市基盤を整備した。

計 13 3,650 (100.0) 10,330 (100.0)

　 小田急相模原駅北口A地区(完了） 相模原市

事 業 名 小田急相模原駅北口A地区第一種市街地再開発事業 所 在 地 相模原市南区南台３丁目地内

約１.４ha

権利変換のタイプ 全員同意型（110条特則型） 国 庫 補 助 区 分 都市局

施 行 者 小田急相模原駅北口A地区市街地再開発組合 地 区 面 積

延べ面積（㎡） うち残留区　　分 棟数 建築面積（㎡）

7,000 (67.8) 借 地 権 者 3 1

区　分

店 舗 9

うち転出

用
途
別
内
訳

住 宅 土地所有者 30 14 16

店舗併用住宅 1 1,610 (15.6) 土地建物所有者 2 0

人数

27 3 24

そ の 他 計 62 18 44

業 務 3 1,720 (16.6) 借 家 権 者

2,660 (72.9) 8,610 (83.3)

非 耐 火 造 6 990

用
途
地
域

2

備　考
種 別 商業地域

地 区 面 積 14,230㎡ 100.0% 14,230㎡ 100.0% 1.00

従後（Ｂ）

建 ぺ い 率

容 積 率 400%

2

防火 ・
準防火
地　 域

(Ｂ／Ａ)

種 別 防火地域

(27.1) 1,720 (16.7)

区　　　分 従前（Ａ）

80%

公
共
施
設
用
地

道 路 1,714㎡ 12.0%

容 積 率 200～500%

構
造
別

耐 火 造 6

公 園 601㎡ 4.2%

3,015㎡ 21.2%

水 路

193台

772㎡ 5.4% 5,339㎡ 5.5%広 場

883㎡ 6.2% 5,275㎡ 37.1%

建ぺい率最高 60%

そ の 他

宅
　
地

公 有 地

5,275㎡ 37.1%

10,861㎡ 76.3%その他

0.45

駐 車

地 区 名 称 小田急相模原駅北口地区

計 2,486㎡ 17.4% 8,955㎡ 30.9% 3.60 台 数

そ の 他面 積 約1.4ha

建築面積最低 200㎡
壁面位置の制限

（80％）

高
度
利
用
地
区 うち付

置義務

計 11,744㎡ 82.5%

1.16
有　 効（建ぺい率） （31％）

有

民
有
地

建築敷地

36,071㎡ （26,304）
3.49

空地率

（500％）（88％）

134戸

（容積率）

92台

建
築
物
概
要

建築面積 3,650㎡ 4,219㎡

延べ面積

居住世帯・人口

70%

10,330㎡

位置図

区域図
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事業経過 資金計画（決算） （単位：千円） 施設建築物の計画

平成

（ ）

（ ）

( )

(134戸）

※（　）内は変更告示等の年月日

棟 名 ラクアル・オダサガ

土 地 整 備 費 231,255 建 築 面 積

敷 地 面 積一般会計補助金 3,908,35614. 3. 15 都市計画決定告示 5,275㎡

国 1,921,570

調査設計計画費 657,449

収　　　　　　　入 支　　　　　　　出

延 べ 面 積 36,071㎡

15. 6. 27 組合設立認可公告

（容積対象）

4,219㎡

16. 10. 29 県 927,985 補 償 費 2,957,220

19. 10. 9 市 用地補償費 567,1441,058,801 　　（26,304㎡）

建 ぺ い 率16. 10. 29 道路整備特別会計補助金権利変換計画認可

19. 6. 26

国16. 11. 5 権 利 変 換 期 日

県

容 積 率

91,407 工 事 費 9,584,110

5,567,259 建物等補償費 2,390,076

19. 11. 16

市 2,912,152

772,093

営 繕 費 166,098

保留床処分金 353,155 公共施設本工事費 1,357,428建築工事完了公告

16. 11. 1 工 事 着 工

21. 3. 10 組合解散認可公告

建築施設本工事費 8,075,225

組 合 決 算 承 認21. 7.

36,071㎡合 計

そ の 他

総 計 14,399,754 総 計 14,399,754

合 計 14,399,754

参加組合員負担金 4,401,319

そ の 他 169,665

13

500%

借入金償還金 -

合 計 14,399,754 7,586㎡駐 車 場

公益施設 515㎡

4,156㎡

事 務 費 等

規 模

80%

約70m

借 入 金 -

用 途 床　面　積

商 業 9,293㎡

住 宅市単独負担金 -

高 さ

鉄道事業者負担金 - その他付帯工事費 151,457

14,521㎡

借 入 金 利 子 31,529

ＲＣ造

地上２０階/地下４階

構 造

2,563,700

配置図

都市計画決定の内容
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１　地区の概要

　地区の特徴 従前建築物状況 (  　):面積割合 権利者数

人 人 人

※

人 人 人

※使用貸借の建物所有者等を含む

地域地区 土地利用の変化

２　事業の概要
　計画の特徴

※（　）：容積対象面積（㎡）

その他

　当地区は、市南部の小田急相模原駅北
口に位置し、都市計画道路３・４・３町
田厚木線に隣接する商業地であり、主に
商業、業務等の土地利用がされていた。
しかしながら、空き店舗等が増加すると
ともに、簡易な自動車駐車場等の低未利
用地が混在し、土地利用の細分化等が懸
念される状況となっていた。

　土地の合理的かつ健全な高度利用と、
都市機能の更新を図ることを目的とし、
建築敷地及び建築物の共同化や不燃化に
よる商業・業務・住宅等の多様な都市機
能の集積を図るとともに、道路等の公共
施設の整備を行った。

建ぺい率最高 60%

用
途
別
内
訳

住 宅 3

防火 ・
準防火
地　 域

面 積 約0.7ｈa
容 積 率 200％～500％

建 ぺ い 率 80%

地 区 名 称 小田急相模原駅北口Ｂ地区

種 別 防火地域

用
途
地
域

高
度
利
用
地
区

地 区 面 積 約０.７ha

権利変換のタイプ 全員同意型（110条特則型） 国 庫 補 助 区 分 都市局

施 行 者 小田急相模原駅北口Ｂ地区市街地再開発組合

　 小田急相模原駅北口Ｂ地区 相模原市

事 業 名 小田急相模原駅北口Ｂ地区第一種市街地再開発事業 所 在 地 相模原市南区南台５丁目地内

区　　分 棟数 建築面積（㎡）

構
造
別

耐 火 造 5

店舗併用住宅 4

292 (5.1) 土地所有者 28 22 6

延べ面積（㎡） 区　分 人数 うち残留 うち転出

店舗・業務 13 3,045 (53.5) 借 地 権 者 8

1,656 (29.1) 土地建物所有者

2 6

借 家 権 者 40

24 52

計 22 2,414 (100.0) 5,694 (100.0)

40

そ の 他 2 701 (12.3) 計 76

区　　　分

910 (16.0)

非 耐 火 造 17 4,783 (84.0)

公
共
施
設
用
地

道 路 1,602㎡ 21.0%

そ の 他

従後（Ｂ） (Ｂ／Ａ)
備　考

種 別 商業地域
地 区 面 積 7,630㎡ 100.0% 7,630㎡ 100.0%

従前（Ａ）

1.00

容 積 率 400%
公 園

2,883㎡ 37.8%

駐 車

広 場

宅
　
地

公 有 地

水 路

計 6,028㎡ 79.0% 4,747㎡ 62.2%

うち付

計 1,602㎡ 21.0% 2,883㎡ 37.8% 1.80 台 数

110台
民
有
地

建築敷地 6,028㎡ 79.0% 4,747㎡ 62.2%

置義務

延べ面積 5,694㎡

居住世帯・人口

建築面積最低 200㎡

建
築
物
概
要

建築面積 2,414㎡

（容積率）

（建ぺい率） （39％）

（93％）

壁面位置の制限 有
0.79 110台

そ の 他

33,201㎡ （23,570）
5.83

空地率

※ （496％） 53%

1.49
有　 効（75％）

210戸

3,597㎡

位置図 区域図

１２



事業経過 資金計画（決算） （単位：千円） 施設建築物の計画

平成

（ ）

（ ）

※（　）内は変更告示等の年月日

都市計画決定の内容

　

　　（23,570㎡）25 市

23. 3. 国

719,000

7 権 利 変 換 期 日

建 ぺ い 率権利変換計画認可

496%

75%

容 積 率803,000

23. 2. 25 道路整備特別会計補助金 1,461,000 建物等補償費 1,349,000

収　　　　　　　入 支　　　　　　　出 棟 名 ペアナードオダサガ

19. 12. 12 都市計画決定告示 4,746㎡敷 地 面 積一般会計補助金 3,546,000 調査設計計画費 630,000

22. 143,000 建 築 面 積

（容積対象）

3,597㎡

23. 1. 7 県 719,000 補 償 費 1,627,000

2. 26 組合設立認可公告 国 2,108,000 土 地 整 備 費

延 べ 面 積 33,201㎡

用地補償費 278,00024. 5.

33,201㎡合 計

3,687㎡駐 車 場

借 入 金 利 子

約104ｍ高 さ

地上２９階／地下１階

県 5,000 工 事 費 7,793,000 構 造

市 653,000 建築施設本工事費 6,772,000

保留床処分金 133,000 公共施設本工事費 460,000

ＲＣ造（一部Ｓ造）

規 模

用 途

総 計 10,961,000 総 計 10,961,000

市単独負担金 -

借 入 金 315,000 借入金償還金 315,000

10,646,000合 計 10,646,000

参加組合員負担金 5,506,000

561,000

事 務 費 等 443,000

営 繕 費 -

1,313㎡

商業・業務 6,035㎡

住 宅 22,166㎡

床　面　積

駐 輪 場

(210戸)

10,000

25. 9. 27 建築工事完了公告

23. 8. 1 工 事 着 工

合 計

そ の 他 -

鉄道事業者負担金 - その他付帯工事費

26. 8. 22 組合解散認可公告

27. 3. 27 組 合 決 算 承 認

配置図
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１４ 
 

【優良建築物等整備事業とは】 

 

１ 事業の概要 

市街地の環境改善、良好な住宅の供給等の促進を図るもので、国の制度要綱に基づく

法定手続に依らない事業です。一定割合以上の空地確保や、土地の利共同化、高度化等

に寄与する優れた建築物等の整備に対して、共同通行部分や空地等の整備補助を行いま

す。 

 また、この制度は「優良再開発型」、「市街地住宅供給型」、「既存ストック再生型」、

「都市再構築型」、「複数棟改修型」の５つの型がありますが、本市の補助対象は、「優

良再開発型」のうちの共同化タイプと市街地環境形成タイプのみです。 

  

※共同化タイプ：二人以上の地権者が敷地を共同化して建築物等を整備するもの。 

 ※市街地環境形成タイプ：建築協定、地区計画等に基づき建築物等を整備するもの。 

 

２ 施行者 

地方公共団体、都市再生機構、地方住宅供給公社、民間事業者等 

 

３ 補助の内容（国費含む） 

 基幹事業 内     容 補助率 

社会資本整備 

総合交付金等 

住環境 

整備事業 

（１）調査設計計画  

（２）土地整備  

（３）共同施設整備 等 

1/3 以内 
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優良建築物等整備事業のイメージ図 

 

 

※国土交通省ホームページより 

 

 



１６ 
 

 

①  橋本６丁目地区 

竣工年度：平成８年度    地区面積：約０.３ｈａ  

②  橋本６丁目東町地区  

竣工年度：平成１６年度  地区面積：約０.４ｈａ  

③  橋本６丁目Ｄ地区  

竣工年度：平成１９年度  地区面積：約０.４ｈａ  

④  橋本６丁目２４番地区  

竣工年度：平成２２年度  地区面積：約０.２ｈａ 

相模大野駅前６２街区地区 

竣工年度：平成４年度   

地区面積：約０.３ｈａ 

 

相模原市の優良建築物等整備事業 

 

 

相模原４丁目地区 

竣工年度：平成９年度  地区面積：約０.３ｈａ 

 

小田急 

相模原 



１　地区の概要

　地区の特徴 従前建築物状況 (  　):面積割合 権利者数

人 人 人

人 人 人

２　事業の概要

　計画の特徴

建築物の計画

79%・500%
構 造 Ｓ造、一部ＲＣ造

地上７階/地下１階規 模

土地整備費

工 事 費

総 事 業 費
調査設計計画費

21%

用 途

無

（単位:千円）

3,490,000

-
3,400,000

敷 地 面 積

相模大野　岡田屋モアーズ

そ の 他 -
合 計

そ の 他

空 地 率

建ぺい率・容積率

60,000

商 業

床　面　積

総 合 設 計

 1,327㎡
12,853㎡

      12,835㎡
 1,675㎡
 2,115㎡

    （11,526㎡）

延 べ 面 積

建 築 面 積

（容積対象）

11,526㎡

補 助 金

90,000

借 家 権 者

　当地区は、市の南の玄関口として、駅
周辺の土地区画整理事業・中心商業地形
成事業・医療センター跡地整備事業の３
大プロジェクトを柱に、商業・文化・レ
クリエーション等の高度な都市機能が集
積した魅力ある市街地の形成が進められ
ていた。

　本事業は、土地区画整理事業を契機に
地権者５名により、土地の高度利用と合
理的な建築計画、良好な市街地環境の形
成を図るため進められた。

事業年度:昭和６３～平成４年度
(補助事業年度:昭和６３年度)
事業タイプ:共同化タイプ

非耐火造 １ 39 (100.0) 39 (100.0)

店 舗 1 39

構
造
別

耐 火 造

9計

計 1 39 (100.0) 39 (100.0)

9そ の 他

　 相模大野駅前６２街区地区　（完了） 相模原市

所 在 地 相模原市南区相模大野３丁目３０９番１外 施 行 者 相模大野６２街区共同ビル建設組合

商業・防火

500%

地区面積 約０.３ha

建ぺい率 80%

地域地区

容 積 率

人数 うち残留 うち転出棟数 建築面積（㎡）

借 地 権 者 3 3

土地所有者 6 6

土地建物所有者

区　分

棟 名

延べ面積（㎡）区　　分

用
途
別
内
訳

住 宅

店舗併用住宅

(100.0) 39 (100.0)

業 務

位置図

区域図

配置及び１階平面図

１７



１　地区の概要

　地区の特徴 従前建築物状況 (  　):面積割合 権利者数

人 人 人

人 人 人

２　事業の概要

　計画の特徴

建築物の計画

延べ面積（㎡）

構
造
別

耐 火 造 1

42%
無

そ の 他

1,092 (91.3)

3,508,363

115

810,980

3,114,086
155,725

25,000
工 事 費

213,552

（単位:千円）

土地整備費

（社会福祉施設分を含まず）

(8.7)

計 2 1,207 (100.0) 1,320 (100.0)

1

1,205

2そ の 他 1 1,092 (90.5) 1,205 (91.3) 計 2

業 務 借 家 権 者

土地建物所有者 1 1

店 舗 借 地 権 者 1 1

棟数

非耐火造

区　分 人数 うち残留建築面積（㎡） うち転出

用
途
別
内
訳

住 宅 土地所有者

店舗併用住宅 1 115 (9.5) 115 (8.7)

　 相模原４丁目地区　（完了） 相模原市

所 在 地 相模原市中央区相模原４丁目２９６－１番地外 施 行 者 神高木材㈱、社会福祉法人愛翁会

商業・業務

住 宅

地区面積 約０.３ha

建ぺい率 80%

地域地区

容 積 率

総 事 業 費
調査設計計画費

2,048㎡

商業・防火

400%

(90.5)

区　　分

115 (9.5)

12,902㎡

駐 車 場

そ の 他

3,555㎡
399㎡

合 計

敷 地 面 積 2,589㎡

981㎡
1,123㎡

用 途

ＳＲＣ造構 造

規 模

空 地 率

総 合 設 計

建 築 面 積

6,844㎡ (100戸)

79%・397%

地上１３階/地下２階

床　面　積

 （10,290㎡）

　当地区は、ＪＲ相模原駅と市役所等の
行政機能の集積地とを結ぶ主要な幹線道
路に面しており、沿道の区域では中心市
街地としてふさわしい施設計画、土地利
用、建物意匠等を定めたまちづくり協定
が締結されている。

　当地区は、まちづくり協定等まちづく
りに協調するとともに、周辺の景観に配
慮した公的住宅施設及び社会福祉施設を
中核とする複合建築物として整備し、市
街地における良好な住宅の供給、保育所
等の充実による社会福祉の向上、商業・
業務機能の集積、オープンスペースの確
保、都市的利便の向上を図った。

事業年度:平成７～９年度
(補助事業年度:平成７～９年度)
事業タイプ:市街地環境形成タイプ

社会福祉施設

延 べ 面 積

（容積対象）

建ぺい率・容積率

Ｓ・プラザ

12,902㎡

補 助 金

棟 名

位置図

区域図

配置及び１階平面図

１８



１　地区の概要

　地区の特徴 従前建築物状況 (  　):面積割合 権利者数

人 人 人

人 人 人

２　事業の概要

　計画の特徴

建築物の計画

施 行 者

地域地区

容 積 率

野村不動産㈱

商業/近隣商業・防火

400%及び200%

  (11,785㎡）

　当地区は都市計画道路の拡幅事業とと
もに商店街の近代化事業が推進されてお
り、商業施設（１・２階）を広く設け、
キーテナント等の導入により商店街の活
性化を図るとともに、商業イベント、地
域コミュニティの場として公開空地を整
備した。

事業年度:平成４～８年度
(補助事業年度:平成４～８年度)
事業タイプ:共同化タイプ

棟数

建 築 面 積

グラントーレ橋本

407 (19.3)

非耐火造 23 1,196 (85.5) 1,703 (80.7)

14 13 1

計

3,736㎡

総 事 業 費
調査設計計画費

1,461㎡
13,951㎡

床　面　積
17,510

45%

ＲＣ造

244,370

（単位:千円）

4,026,714

工 事 費

空 地 率

敷 地 面 積 2,679㎡

（容積対象）

建ぺい率・容積率

構 造

規 模

用
途
別
内
訳

　当地区はＪＲ橋本駅から北西約３５０
ｍに位置し、駅前の市街地再開発事業施
行地区に隣接する商業地であるが、地区
内には老朽低層木造の店舗、住居が混在
し土地利用も細分化されていたため、中
心商業地としてはその魅力に欠け、商店
街の近代化事業として、共同ビル化によ
る土地の合理的かつ健全な高度利用が求
められていた。

棟 名

24 1,399 (100.0) 2,110 (100.0)

そ の 他 13 354 (25.3) 412 (19.5) 計

5

業 務 借 家 権 者 2 2

店 舗 1 23 (1.7) 23 (1.1) 借 地 権 者 5

(61.0) 土地建物所有者 4 3 1

住 宅 3 287 (20.5) 389 (18.4) 土地所有者 3

相模原市

所 在 地 相模原市緑区橋本６丁目２４６－１外

地区面積 約０.３ha

建築面積（㎡）

構
造
別

耐 火 造 1 203 (14.5)

区　　分 延べ面積（㎡） 区　分 人数 うち残留 うち転出

3

店舗併用住宅 7 735 (52.5) 1,286

13,951㎡

55%・440%

　 橋本６丁目地区　（完了）

建ぺい率 80%

地上２６階/地下１階

有

8,382㎡

合 計

用 途

住 宅

商業・業務

そ の 他

(116戸)
1,833㎡

総 合 設 計

3,335,872
428,962
832,080

延 べ 面 積

土地整備費

そ の 他

補 助 金

位置図

区域図

配置及び１階平面図

１９



１　地区の概要

　地区の特徴 従前建築物状況 (  　):面積割合 権利者数(事業認可時)

人 人 人

人 人 人

２　事業の概要

　計画の特徴

建築物の計画
棟 名

  （16,600㎡）

　当地区はＪＲ橋本駅から北西約３００
ｍに位置し、駅に隣接する２地区の市街
地再開発事業が完成し、経済、文化の中
心地にふさわしい発展が期待された地区
である。

　総合設計制度等により、店舗と住宅を
併設した複合建築物を建築し、都市的土
地利用を図ると共に、都市計画道路の整
備とあわせ、公開空地を確保することに
より、住民及び来街者の回遊性の向上を
図った。

事業年度:平成１３～１６年度
(補助事業年度:平成１３～１６年度)
事業タイプ:市街地環境形成タイプ

66%

規 模

合 計 20,249㎡

床　面　積
住 宅

総 合 設 計

用 途

有

空 地 率

そ の 他 2,618㎡

14,574㎡ (184戸)
商業・業務 925㎡
駐 車 場

区　　分

建ぺい率・容積率

（容積対象）

34%・546%

1,019㎡
延 べ 面 積 20,249㎡

建 築 面 積

構 造 ＲＣ造

そ の 他 3

計 14

(8.7)

地上３３階/地下１階

109 (8.0) 計 13

2,132㎡

補 助 金

5,014,266

267,330
3,996,090

878 (100.0) 1,365 (100.0)

土地整備費

工 事 費

そ の 他

総 事 業 費
調査設計計画費 477,786

（単位:千円）

273,060
1,276,280

9 4

業 務 借 家 権 者

76

878 (100.0) 1,365 (82.4)

非耐火造 １４

店 舗 借 地 権 者 11 8 3

区　分 人数 うち残留棟数 建築面積（㎡） うち転出

用
途
別
内
訳

住 宅 9 640 (72.9) 1,015 (74.4) 土地所有者 2 1 1

店舗併用住宅 2 162 (18.5) 241 (17.6) 土地建物所有者

敷 地 面 積 3,039㎡

リビオ橋本タワー　ブロードビーンズ

　 橋本６丁目東町地区　(完了) 相模原市

所 在 地 相模原市緑区橋本６丁目２３０番３外 施 行 者 橋本６丁目東町地区共同ビル建設組合

商業・防火

400%

地区面積 約０.４ha

建ぺい率 80%

構
造
別

耐 火 造

地域地区

容 積 率

延べ面積（㎡）

位置図

区域図

配置図

２０



１　地区の概要

　地区の特徴 従前建築物状況 (  　):面積割合 権利者数

人 人 人

人 人 人

２　事業の概要

　計画の特徴

建築物の計画

　（22,807㎡）

総 合 設 計

用 途

有
46%空 地 率

床　面　積

ザ・ハシモトタワー

規 模

建ぺい率・容積率

（容積対象）

54%・502%
構 造 ＲＣ造

地上３３階/地下１階

延 べ 面 積 31,708㎡

建 築 面 積 2,463㎡

敷 地 面 積 4,535㎡

棟 名

合 計 31,708㎡

23,933㎡ (228戸)
商業・業務 3,235㎡
駐車場・駐輪場 4,539㎡

住 宅

７ 412 (27.2) 573 (29.2)

　総合設計制度により、商業・業務施設
と住宅を併設した複合建築物を建築し、
土地の高度利用を図るとともに、歩道状
空地や広場状空地を確保することにより
まちの賑わいの創出や住民及び来街者の
回遊性の向上を図った。

事業年度:平成１５～１９年度
(補助事業年度:平成１６～１９年度)
事業タイプ:共同化タイプ

　当地区は、ＪＲ橋本駅から相原駅方面
へ約２００ｍ進んだ鉄道沿線に位置し、
駅に隣接する２地区の市街地再開発事業
が完成し、経済、文化の中心地にふさわ
しい発展が期待された地区である。

用
途
別
内
訳

住 宅

非耐火造

計
構
造
別

(46.4)

(72.8)

3 169

補 助 金

264,942

（単位:千円）

7,022,372

101,611
6,364,678
291,141

1,286,960

土地整備費

工 事 費

そ の 他

総 事 業 費
調査設計計画費

8 4

(100.0)13 1,514 (100.0) 1,962

業 務 借 家 権 者

そ の 他 4 910 (60.1) 910 計 12

借 地 権 者 2 2

建ぺい率 80%

人数 うち残留 うち転出

商業・防火

土地所有者 5 2 3

店舗併用住宅 5 382 (25.2) 719 (36.6) 土地建物所有者 5 4 1

区　分区　　分

容 積 率 400%

棟数

相模原市緑区橋本６丁目２３２番１外 施 行 者

相模原市

橋本６丁目D地区優良建築物建設組合

　 橋本６丁目D地区　 (完了）

地区面積 約０.４ha 地域地区

所 在 地

建築面積（㎡） 延べ面積（㎡）

耐 火 造 6 1,103

(11.1) 280 (14.3)

店 舗 1 53 (3.5) 53 (2.7)

1,389 (70.8)

位置図
区域図

配置図

２１



１　地区の概要

　地区の特徴 従前建築物状況 (  　):面積割合 権利者数

人 人 人

人 人 人

２　事業の概要

　計画の特徴

建築物の計画

合 計 11,172㎡

46%・529%
ＲＣ造、一部Ｓ造
地上１９階/地下１階

54%

建ぺい率・容積率

空 地 率

構 造

総 合 設 計

規 模

駐 車 場

有
用 途 床　面　積

そ の 他

住 宅

商 業

容 積 率

(68.0)

建ぺい率

延 べ 面 積

（容積対象）

敷 地 面 積

建 築 面 積

棟数 建築面積（㎡） 延べ面積（㎡）

457 (60.8) 892

400%

区　分

1 112 土地所有者(14.9) 112 (8.6)

80%

棟 名

1

3 1 2

人数 うち残留 うち転出

土地建物所有者 1

　 橋本６丁目２４番地区（完了）

地区面積 約０.２ｈａ

所 在 地 相模原市緑区橋本６丁目２３３番４３ 施 行 者

相模原市

橋本６丁目１９・２４番地区共同ビル建設組合

地域地区 商業・防火

4

業 務 借 家 権 者

借 地 権 者 7 3

7

計 8 752 (100.0) 1,311 (100.0)

そ の 他 1 83 (11.0) 165 (12.6) 計 11 4

工 事 費

そ の 他

138,300
2,653,500

100 (13.3)

用
途
別
内
訳

142 (10.8)

　当地区はＪＲ橋本駅から北西約２００
ｍに位置し、駅周辺地区においては、市
街地再開発事業、優良建築物等整備事業
等による都市再生が進められ、相模原市
の３つの中心市街地のひとつとして発展
が期待された地区である。

　本事業は、総合設計制度等により店舗
と住宅を併設し公開空地等を確保した複
合建築物となっており、かつ商店街近代
化事業に位置付けられ商業の連続性を確
保することで、住民と来街者の回遊性の
向上、まちの賑わいの創出を図った。

事業年度:平成１９～２２年度
(補助事業年度:平成２０～２２年度)
事業タイプ:共同化タイプ

(9,104㎡）

445,100補 助 金

1,538㎡
1,078㎡

8,272㎡
284㎡

(107戸)

区　　分

総 事 業 費
調査設計計画費

784㎡

99,100

（単位:千円）

3,040,900

店舗併用住宅

1

住 宅

11,172㎡

5

プラウド橋本
1,722㎡

店 舗

150,000

土地整備費

位置図 区域図

配置図

２２




